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担当者が
知っておきたい
 「景品表示法」
の基本

ス
シ
ロ
ー
で
問
題
と
な
っ
た

 「
お
と
り
広
告
」

　

こ
と
し
６
月
、
消
費
者
庁
は
、
大
手

回
転
寿
司
チ
ェ
ー
ン
「
ス
シ
ロ
ー
」
を

経
営
す
る
株
式
会
社
あ
き
ん
ど
ス
シ
ロ

ー
に
対
し
て
、
同
社
が
Ｃ
Ｍ
や
ウ
ェ
ブ

サ
イ
ト
で
宣
伝
し
て
い
た
商
品
を
実
際

に
は
多
く
の
店
舗
で
販
売
し
て
い
な
か

っ
た
こ
と
か
ら
、
景
品
表
示
法
（
以
下

「
景
表
法
」
と
い
い
、
景
表
法
の
条
文

を
示
す
際
に
は
省
略
し
ま
す
）
で
規
制

す
る
「
お
と
り
広
告
」
に
該
当
す
る
と

し
て
、
措
置
命
令
を
出
し
ま
し
た
。

　

景
表
法
は
、
事
業
者
が
行
な
う
広
告

等
の
「
表
示
」
お
よ
び
提
供
す
る
「
景

品
」
に
つ
い
て
規
制
す
る
こ
と
で
、
不

当
な
誘
引
か
ら
消
費
者
を
保
護
す
る
法

律
で
す
。
多
く
の
会
社
で
は
製
品
広
告

や
景
品
を
伴
う
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
を
行
な

う
こ
と
か
ら
、
景
表
法
と
無
縁
で
は
い

ら
れ
ま
せ
ん
。

　

と
こ
ろ
が
、
今
回
の
ス
シ
ロ
ー
の
よ

う
に
景
表
法
違
反
を
問
わ
れ
る
企
業
は

後
を
絶
た
ず
、
不
安
を
感
じ
る
担
当
者

も
多
い
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

　

本
稿
で
は
、
景
表
法
の
規
制
の
う
ち

「
不
当
表
示
」、
特
に
「
お
と
り
広
告
」

に
関
す
る
規
制
を
取
り
上
げ
、
担
当
者

が
知
っ
て
お
き
た
い
不
当
表
示
の
基
本

に
つ
い
て
解
説
し
ま
す
。

景
表
法
が
規
定
す
る

不
当
表
示
と
は

⑴
　
規
制
対
象
は
広
告
に
限
ら
な
い

　

前
提
と
し
て
、
ま
ず
景
表
法
で
規
制

し
て
い
る
「
表
示
」
に
つ
い
て
説
明
し

ま
す
。

　
「
表
示
」
の
代
表
的
な
も
の
は
「
広

告
」
で
す
が
、
景
表
法
の
規
制
対
象
は

そ
れ
だ
け
に
限
り
ま
せ
ん
。
景
表
法
に

お
け
る
「
表
示
」
と
は
、「
顧
客
を
誘

引
す
る
た
め
の
手
段
と
し
て
（
中
略
）

行
な
う
広
告
そ
の
他
の
表
示
」
と
さ
れ

て
い
ま
す
（
２
条
４
項
）。

　

そ
の
具
体
的
な
定
義
を
し
て
い
る
告

示
に
よ
れ
ば
、「
容
器
、
包
装
」「
チ
ラ

シ
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
」「
Ｄ
Ｍ
、
Ｆ
Ａ

Ｘ
、
電
話
、
口
頭
」「
陳
列
物
ま
た
は

実
演
」「
新
聞
、
雑
誌
、
出
版
物
、
テ

レ
ビ
、
ラ
ジ
オ
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
」

等
に
よ
る
「
広
告
そ
の
他
の
表
示
」
と

さ
れ
て
お
り
、
極
め
て
広
範
な
内
容
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　

し
た
が
っ
て
、
事
業
者
と
し
て
は
、

原
則
と
し
て
商
品
等
に
関
し
て
顧
客
の

目
に
触
れ
る
も
の
は
す
べ
て
景
表
法
の

規
制
す
る
「
表
示
」
に
該
当
す
る
こ
と

を
前
提
と
し
た
う
え
で
、
不
当
表
示
と

さ
れ
な
い
よ
う
に
対
応
す
る
こ
と
が
、

実
務
上
、
求
め
ら
れ
ま
す
。

⑵
　
不
当
表
示
の
類
型

　

景
表
法
の
規
制
す
る
不
当
表
示
は
、

次
の
と
お
り
で
す
。

不当景品類及び不当表示防止法は、事業者
にとって身近な法律の１つです。ここでは、
スシロー騒動で話題になった「おとり広告」
を中心に、特に気を付けたい景品表示法が
規制する内容について解説します。

田所　伸吾
アスノ法律事務所
弁護士・中小企業診断士

半
額

①　
優
良
誤
認
表
示
（
５
条
１
号
）

　
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
内
容
に
つ
い
て
、

一
般
消
費
者
に
対
し
、
実
際
の
も
の
も

し
く
は
競
争
事
業
者
に
係
る
も
の
よ
り

も
著
し
く
優
良
で
あ
る
と
示
す
表
示

②　
有
利
誤
認
表
示
（
５
条
２
号
）

　
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
取
引
条
件
に
つ

い
て
、
実
際
の
も
の
も
し
く
は
競
争
事

業
者
に
係
る
も
の
よ
り
も
取
引
の
相
手

方
に
著
し
く
有
利
で
あ
る
と
一
般
消
費

者
に
誤
認
さ
れ
る
表
示

③�　
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
取
引
に
関
す

る
事
項
に
つ
い
て
一
般
消
費
者
に
誤

認
さ
れ
る
お
そ
れ
が
あ
り
内
閣
総
理
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「
お
と
り
広
告
」
は
、
こ
の
う
ち
の

③
に
該
当
し
ま
す
。

⑶�

　「
優
良
誤
認
表
示
」「
有
利
誤
認
表

示
」
の
具
体
例

　

消
費
者
庁
作
成
の
「
事
例
で
わ
か
る

景
品
表
示
法
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
」
に
よ
れ

ば
、
次
の
よ
う
な
例
が
「
優
良
誤
認
表

示
」「
有
利
誤
認
表
示
」
に
該
当
す
る

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

な
お
、「
優
良
誤
認
表
示
」
と
し
て

よ
く
問
題
と
な
る
「
効
果
、
性
能
」
の

表
示
に
関
し
て
は
、
表
示
に
疑
義
が
あ

る
場
合
、
事
業
者
が
表
示
の
裏
付
け
と

な
る
合
理
的
根
拠
を
示
す
資
料
を
提
出

し
な
い
限
り
、
不
当
表
示
と
み
な
す

「
不
実
証
広
告
規
制
」
制
度
が
定
め
ら

れ
て
い
ま
す
（
７
条
２
項
）。

　

ま
た
、「
有
利
誤
認
表
示
」
の
類
型

で
は
い
わ
ゆ
る
「
二
重
価
格
表
示
」
が

よ
く
問
題
と
さ
れ
、「
不
当
な
価
格
表

示
に
つ
い
て
の
景
品
表
示
法
上
の
考
え

方
」（
価
格
表
示
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）
が

公
表
さ
れ
て
い
ま
す
。

不
当
表
示
を
行
な
っ
た
ら

ど
う
な
る
か

　

不
当
表
示
を
行
な
っ
た
事
業
者
に
対

し
て
は
、「
措
置
命
令
」（
７
条
１
項
）

や
「
課
徴
金
納
付
命
令
」（
８
条
）
が

行
な
わ
れ
ま
す
。

　
「
措
置
命
令
」
は
、
行
為
の
差
止
め

や
再
発
防
止
措
置
等
を
求
め
る
命
令
で

す
。
近
時
は
、
不
当
表
示
の
速
や
か
な

取
止
め
、
再
発
防
止
策
の
役
員
お
よ
び

従
業
員
へ
の
周
知
徹
底
、
不
当
表
示
で

あ
っ
た
こ
と
の
一
般
消
費
者
へ
の
周
知

徹
底
等
が
具
体
的
事
項
と
し
て
命
令
さ

れ
る
こ
と
が
多
い
と
い
え
ま
す
。

　

措
置
命
令
に
従
わ
な
い
場
合
に
は
、

懲
役
や
罰
金
と
い
っ
た
刑
事
罰
が
科
さ

れ
ま
す
（
36
条
等
）。

　
「
課
徴
金
納
付
命
令
」
は
、
不
当
表

示
に
よ
っ
て
事
業
者
が
得
た
売
上
額
の

３
％
を
事
業
者
に
納
付
す
る
よ
う
求
め

る
命
令
で
す
。
課
徴
金
納
付
命
令
の
対

象
と
な
る
行
為
は
「
優
良
誤
認
表
示
」

「
有
利
誤
認
表
示
」
の
み
で
あ
り
、「
お

と
り
広
告
」
を
は
じ
め
と
し
た
「
指
定

告
示
」
に
係
る
表
示
は
対
象
と
は
な
り

ま
せ
ん
。

　

不
当
表
示
に
対
す
る
命
令
は
以
上
の

と
お
り
で
す
が
、
各
命
令
を
受
け
た
企

業
は
消
費
者
庁
に
よ
り
公
表
さ
れ
る
た

め
、
そ
れ
に
よ
る
レ
ピ
ュ
テ
ー
シ
ョ
ン

リ
ス
ク
（
会
社
に
関
す
る
ネ
ガ
テ
ィ
ブ

な
情
報
が
世
間
に
広
ま
り
、
信
用
や
ブ

ラ
ン
ド
が
毀
損
さ
れ
る
こ
と
に
よ
っ
て

生
じ
る
損
失
リ
ス
ク
）
も
考
慮
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

 「
お
と
り
広
告
」に
関
す
る

規
制
に
つ
い
て

　

こ
こ
か
ら
は
、
ス
シ
ロ
ー
の
事
例
で

問
題
と
な
っ
た
「
お
と
り
広
告
」
の
詳

細
を
確
認
し
ま
す
。

　
「
お
と
り
広
告
」
に
つ
い
て
は
、
指

定
告
示
で
あ
る
「
お
と
り
広
告
に
関
す

る
表
示
」
に
よ
っ
て
定
義
が
、「『
お
と

り
広
告
に
関
す
る
表
示
』
等
の
運
用
基

準
」
に
よ
っ
て
運
用
基
準
が
定
め
ら
れ

て
い
ま
す
（
次
㌻
図
表
１
）。

　

大
ま
か
に
い
え
ば
、「
実
際
に
は
表

示
さ
れ
た
商
品
等
を
購
入
す
る
こ
と
が

で
き
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
消
費
者

が
購
入
で
き
る
と
誤
認
す
る
お
そ
れ
の

あ
る
広
告
」
が
「
お
と
り
広
告
」
と
さ

れ
ま
す
。

　
「
お
と
り
広
告
」
と
さ
れ
る
類
型
の

な
か
で
、「
目
玉
商
品
と
し
て
掲
載
し

た
商
品
を
そ
も
そ
も
一
切
用
意
し
な
か

っ
た
」（
図
表
１
の
１
号
の
④
）
と
い

っ
た
詐
欺
的
な
手
法
を
用
い
る
企
業
は

少
な
い
で
し
ょ
う
。
し
か
し
、
た
と
え

ば
、「
限
定
商
品
」
と
し
か
記
載
し
て

い
な
か
っ
た
り
（
３
号
）、
顧
客
が
不

要
と
言
っ
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
目
玉
商

品
と
は
別
の
商
品
を
し
つ
こ
く
推
奨
し

た
り
（
４
号
の
④
）、
と
い
っ
た
事
例

大
臣
が
指
定
す
る
表
示（
５
条
３
号
）

　
内
閣
総
理
大
臣
に
よ
る
「
指
定
告

示
」
に
よ
り
規
制
さ
れ
る
表
示

優
良
誤
認
表
示
の
例

（
食
品
）
牛
肉
の
ブ
ラ
ン
ド

　
実
際
に
は
、
国
産
有
名
ブ
ラ
ン
ド
牛

で
は
な
い
国
産
牛
肉
で
あ
る
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
あ
た
か
も
「
国
産
有
名
ブ
ラ

ン
ド
牛
の
肉
」
で
あ
る
か
の
よ
う
に
表

示
。

（
予
備
校
）
予
備
校
の
合
格
実
績
広
告

　
実
際
に
は
、
他
校
と
異
な
る
方
法
で

数
値
化
し
、
適
正
な
比
較
を
し
て
い
な

い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
あ
た
か
も
「
大

学
合
格
実
績
ナ
ン
バ
ー
ワ
ン
」
で
あ
る

か
の
よ
う
に
表
示
。

有
利
誤
認
表
示
の
例

（
通
信
）
携
帯
電
話
通
信
の
料
金

　
実
際
に
は
、
自
社
に
不
利
と
な
る
他

社
の
割
引
サ
ー
ビ
ス
を
除
外
し
た
料
金

比
較
で
あ
る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
あ
た

か
も
「
自
社
が
最
も
安
い
」
か
の
よ
う

に
表
示
。

（
家
庭
用
電
化
製
品
）
家
電
量
販
店
の

販
売
価
格

　
家
電
量
販
店
の
店
頭
価
格
に
つ
い

て
、
競
合
店
の
平
均
価
格
か
ら
値
引
き

す
る
と
表
示
し
な
が
ら
、
そ
の
平
均
価

格
を
実
際
の
平
均
価
格
よ
り
も
高
い
価

格
に
設
定
し
、
そ
こ
か
ら
値
引
き
し
て

い
た
。
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図表１　おとり広告の定義・運用基準（概要）

　一般消費者に商品を販売し、または役務を提供することを業とする者が、自己の供給する商品または役務の取引
（不動産に関する取引を除く）に顧客を誘引する手段として行なう次の各号の一に掲げる表示

（1号）�　取引の申出に係る商品または役務（「おとり」とする商品のこと。以下「広告商品」といいます）について、取引
を行なうための準備がなされていない場合その他実際には取引に応じることができない場合のその商品また
は役務についての表示

　●「取引を行なうための準備がなされていない場合」の例
　①　当該店舗において通常は店頭展示販売されている商品について、広告商品が店頭に陳列されていない場合
　　　（例）�家電量販店Aにおいて、広告商品等としたパソコンXは通常は店頭で展示販売しているが、広告後は店頭に陳列し

なかった。
　②　引渡しに期間を要する商品について、広告商品については当該店舗における通常の引渡期間よりも長期を要する場合
　　　（例）パソコンの引渡しに通常1週間かかるところ、パソコンXは3週間かかるとした。
　③　広告、ビラ等に販売数量が表示されている場合であって、その全部または一部について取引に応じることができない場合
　　　（例）「パソコンX　限定50台」と掲載したが、実際には10台しか用意していなかった。
　④　広告、ビラ等において写真等により表示した品揃えの全部または一部について取引に応じることができない場合
　　　（例）ビラにおいてパソコンXの写真を掲載したが、実際にはパソコンXは用意していなかった。
　⑤�　単一の事業者が同一の広告、ビラ等においてその事業者の複数の店舗で販売する旨を申し出る場合であって、当該広
告、ビラ等に掲載された店舗の一部に広告商品等を取り扱わない店舗がある場合

　　　（例）ビラでは「家電量販店A全店でパソコンXを販売」と記載したが、実際には一部店舗で販売していなかった。
　※ �例示の事態が事業者の責任によるものではなく、かつ、広告商品等の取引を申し込んだ顧客に対して広告どおりの取引条

件で取引する旨を告知し、希望顧客に対しては遅滞なく取引に応じているときには、不当表示には当たらないものとして取
り扱う。

　●「取引に応じることができない場合」の例
　①　広告商品等が売却済である場合
　　　（例）中古車販売店Bが売却済の中古車Yを広告商品等とした。
　②　広告商品等が処分を委託されていない他人の所有物である場合
　　　（例）査定のため顧客から預かっている中古車Zを広告商品等とした。

（2号）�　広告商品等の供給量が著しく限定されているにもかかわらず、その限定の内容が明瞭に記載されていない
場合のその商品または役務についての表示

　※ �供給量が「著しく限定されている」とは、広告商品等の販売数量が予想購買数量（従来の実績等を勘案して算定）の半数に
も満たない場合をいう。また、供給量が「限定されている」旨の記載では足りず、実際の販売数量まで記載しなければならな
い。さらに、複数店舗で販売する旨を記載する場合には、原則として店舗ごとの販売数量を明記する必要がある。

（3号）�　広告商品等の供給期間、供給の相手方または顧客１人当たりの供給量が限定されているにもかかわらず、
その限定の内容が明瞭に記載されていない場合のその商品または役務についての表示

　※ �「限定されている」旨の記載では足りず、実際の販売日、販売時間等の販売期間、販売の相手方または顧客１人当たりの販
売数量を明瞭に記載しなければならない。

（4号）�　広告商品等について、合理的理由がないのに取引の成立を妨げる行為が行なわれる場合その他実際には
取引する意思がない場合のその商品または役務についての表示

　●「取引の成立を妨げる行為」の例
　①　広告商品を顧客に対して見せない、または広告、ビラ等に表示した役務の内容を顧客に説明することを拒む場合
　②　広告商品等に関する難点をことさら指摘する場合
　③　広告商品等の取引を事実上拒否する場合
　④�　広告商品等の購入を希望する顧客に対し当該商品等に替えて他の商品等の購入を推奨する場合において、顧客が推奨
された他の商品等を購入する意思がないと表明したにもかかわらず、重ねて推奨する場合

　⑤�　広告商品等の取引に応じたことにより販売員等が不利益な取扱いを受けることとされている事情の下において他の商品
を推奨する場合

　※ �上記行為が行なわれれば、結果として広告商品等の取引に応じたとしても、4号に該当するとされる。また、「合理的理由」は
「未成年者に酒類を販売しない」といった限定的な場合に限られ、営業上の理由は該当しない。
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⑴
　
管
理
体
制
の
整
備

　

不
当
表
示
を
防
ぐ
た
め
に
は
、
自
社

の
規
模
や
業
態
、
商
品
や
役
務
の
内

容
、
取
引
態
様
等
に
応
じ
た
管
理
体
制

を
整
備
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。

　

管
理
体
制
の
整
備
は
景
表
法
に
お
い

て
も
事
業
者
の
義
務
と
さ
れ
て
お
り

（
26
条
）、「
事
業
者
が
講
ず
べ
き
景
品

類
の
提
供
及
び
表
示
の
管
理
上
の
措
置

に
つ
い
て
の
指
針
」
が
示
さ
れ
て
い
ま

す
。
同
指
針
に
よ
り
例
示
さ
れ
た
管
理

を
謳
う
場
合
だ
と
い
う
こ
と
で
す
。
広

告
で
は
「
安
売
り
」
を
謳
う
こ
と
が
多

い
と
思
い
ま
す
が
、
そ
の
よ
う
な
場
合

は
特
に
気
を
付
け
て
く
だ
さ
い
。

不
当
表
示
を
防
ぐ
た
め
の

実
務
上
の
留
意
点

　

で
は
、
不
当
表
示
を
防
ぐ
た
め
に

は
、
実
務
上
、
ど
の
よ
う
な
点
に
留
意

す
れ
ば
よ
い
で
し
ょ
う
か
。

は
多
い
の
で
は
な
い
で
し
ょ
う
か
。
こ

の
よ
う
な
場
合
も
「
お
と
り
広
告
」
と

さ
れ
て
し
ま
い
ま
す
の
で
、
注
意
が
必

要
で
す
。

　

な
お
、
運
用
基
準
に
よ
れ
ば
、「
お

と
り
広
告
」
の
取
締
り
は
、「
広
告
、

ビ
ラ
等
に
お
い
て
、
通
常
よ
り
も
廉
価

で
取
引
す
る
旨
の
記
載
を
伴
う
商
品
ま

た
は
役
務
」
に
つ
い
て
重
点
を
置
く
こ

と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
つ
ま
り
、
取
締

り
の
重
点
対
象
と
し
て
は
「
安
売
り
」

体
制
は
図
表
２
の
と
お
り
で
す
。

⑵
　
そ
の
他
の
対
応
策

　

そ
の
他
、
実
務
上
の
対
応
策
は
、

①�　

自
社
の
取
扱
商
品
等
に
応
じ
た
表

示
の
チ
ェ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト
を
作
成
し

て
お
く

②�　

消
費
者
庁
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
に
掲

載
さ
れ
る
景
表
法
に
関
す
る
情
報

（
法
令
・
告
示
・
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
・

指
針
、
各
種
改
正
情
報
、
措
置
命
令

等
の
報
道
発
表
資
料
）
を
適
宜
確
認

し
て
お
く

③�　

内
部
の
み
で
判
断
で
き
な
い
場
合

に
備
え
て
景
表
法
に
精
通
し
た
弁
護

士
や
規
制
庁
（
消
費
者
庁
表
示
対
策

課
や
都
道
府
県
の
景
表
法
主
管
課
）

と
の
パ
イ
プ
を
つ
く
っ
て
お
く

と
い
っ
た
方
法
が
考
え
ら
れ
ま
す
。

＊
　
＊
　
＊

　
「
お
と
り
広
告
」
に
関
す
る
規
制
を

中
心
に
、
不
当
表
示
規
制
に
関
す
る
基

本
を
解
説
し
ま
し
た
。
紙
幅
の
都
合
上

解
説
で
き
な
か
っ
た
点
も
多
々
あ
り
ま

す
が
、
景
表
法
に
基
づ
く
措
置
命
令
等

の
件
数
は
高
水
準
を
維
持
し
て
お
り
、

今
後
は
さ
ら
な
る
規
制
の
強
化
が
考
え

ら
れ
ま
す
。

　

担
当
者
に
お
い
て
は
、
コ
ン
プ
ラ
イ

ア
ン
ス
に
お
け
る
景
表
法
の
重
要
性
を

再
認
識
し
、
自
社
に
お
け
る
対
応
を
進

め
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。　
　

図表２�　「事業者が講ずべき景品類の提供及び表示の管理上
の措置についての指針」に例示された管理体制

①　景表法の考え方の周知・啓発
　表示等に関係している役員や従業員にその職務に応じた周知・啓
発を行なう。
　（例）景表法の社外講習会への参加や、社内勉強会の開催。

②　法令遵守の方針等の明確化
　景表法を含む法令遵守の方針やそのための手順等を明確化する。
　（例）�社内規程において、法令順守の方針や不当表示等が発生した

場合に係る連絡体制、具体的な回収等の方法、関係行政機関
への報告の手順等を規定。

③　表示等に関する情報の確認
　消費者に訴求するため積極的に表示を行なう場合は、表示の根拠
となる情報を確認する。
　（例）�企画・設計・調達・生産・製造・加工の各段階における確認事

項の集約、表示の根拠の確認、最終的な表示の検証。

④　表示等に関する情報の共有
　③で確認した情報を、当該表示等に関係する各組織部門が必要に
応じて共有し確認できるようにする。

⑤　表示等を管理するための担当者等を定めること
　表示等に関する事項を適正に管理するため、表示等を管理する担
当者または担当部門をあらかじめ定める。

⑥�　表示等の根拠となる情報を事後的に確認するために必要な措
置を採ること
　③で確認した情報を、商品等が消費者に供給される合理的期間、
事後的に確認するために、資料の保管等必要な措置を採る。

⑦　不当表示等が明らかになった場合における迅速かつ適切な対応
　商品等に景表法違反またはそのおそれがある場合、事実関係の迅
速かつ正確な確認、迅速かつ適正な一般消費者の誤認排除、再発防
止に向けた措置を講じる。
　（例）�一般消費者への周知および回収の速やかな実施、関係従業員

等に対する研修等の再実施。

た
ど
こ
ろ
　
し
ん
ご　

京
都
大
学
法
学
部
卒
業
。
中
小
企
業
診
断
士
の
資
格
を
も
つ
弁
護
士
と
し
て
、
法
務
面
だ
け

で
は
な
く
、経
営
面
か
ら
も
問
題
点
を
考
え
、多
角
的
な
視
点
か
ら
経
営
を
よ
り
よ
く
す
る
ア
ド
バ
イ
ス
を
行
な
う
。
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